事　務　執　行　概　要

企画推進グループ

１　庶務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内の諸給与、課の物品購入管理事務、課業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務事業の適正な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　課の企画関係全般（議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴他）について、課内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。
３　おおさかエネルギー地産地消推進プランに基づく施策の推進

　　府環境審議会答申や府市エネルギー戦略会議の提言を踏まえて平成26年３月に策定した「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」の進捗管理を行うとともに、同プランに基づき、「大阪府・大阪市で取組むエネルギー関連の施策事業集～2019年度アクションプログラム～」に掲げた施策に取り組んだ。

	2013年度から2020年度までの目標値
（下段は2020年度末の累計目標値）
	達成状況
（下段は2018年度末の累計導入状況）

	供給力の増加
	太陽光発電
	+90万kW
(約115万kW)
	+72.3万kW 【達成率：80.3％】
（97.2万kW）

	
	分散型電源
（コージェネレーション等）
	+30万kW
(約83万kW)
	+4.2万kW 【達成率：14.0％】
（57.7万kW）

	
	廃棄物発電等
	+5万kW
(約28万kW)
	+4.4万kW 【達成率：87.8％】
（27.1万kW）

	需要の

削減
	ガス冷暖房等
	‐20万kW
	‐24.1万kW 【達成率：120.5％】

	
	ＢＥＭＳ等
	‐5万kW
	‐5.2万kW 【達成率：103.5％】

	合計
	+150万kW
	+110.1万kW 【達成率：73.4％】


（プランの目標及び達成状況）

４　おおさかスマートエネルギー協議会

　　府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者等が、地域レベルでエネルギーに関する情報を共有し、相互に連携した創エネ･省エネの取組みを進めた。

（開催状況）

	会  　議　  名
	テ ー マ
	開催回数

	全　体　会　議
	国の温暖化・エネルギー政策の動向や制度整備状況等
	1（※）

	部門別
	事業者・家庭部門
	需要家側から考える再生可能エネルギーの利用拡大に向けた取組みについて
	1（※）

	
	市町村部門
	省エネルギーに関する取り組みについて等
	2


（※）新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため各一回延期

５　大阪府市エネルギー政策審議会の設置・運営
　　「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」の改定に向けて、大阪市と共同で「大阪府市エネルギー政策審議会」を設置し、太陽光その他の再生可能エネルギーの普及、エネルギーの消費の抑制並びに電力の需要の平準化及び供給の安定化に関する施策について検討を行った。
（審議会開催状況）
	回数
	開催日
	議事

	第１回
	R2.1.25
	（１）会長・副会長の選任について
（２）今後の大阪府・大阪市によるエネルギー政策のあり方について（諮問）

（３）おおさかエネルギー地産地消推進プランの進捗状況等について

（４）主な論点について

（５）今後の進め方について

（６）関係者からのヒアリング


６　関西広域連合「エネルギー検討会」への参画

エネルギー検討会において、関西圏水素サプライチェーン構想の作成など、関西圏における水素

エネルギーの利活用の実用化に向けた広域的な取組みの検討に参画した。
　

スマートエネルギーグループ

１　おおさかスマートエネルギーセンターの設立･運営

　　大阪府市共同で、エネルギー関連事業の推進拠点として設置した「おおさかスマートエネルギーセンター」において、創エネ・省エネの普及に係る様々な事業を推進した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	2,547
	2,547
	5,094

	
	決　算　額
	0
	0
	1,971
	1,971
	3,942

	３０
	予　算　額
	0
	0
	2,292
	2,292
	4,584

	
	決　算　額
	0
	0
	1,775
	1,775
	3,549

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,131
	2,131
	4,262

	
	決　算　額
	0
	0
	1,973
	1,973
	3,945


（1） 太陽光パネル設置普及啓発事業
府民が安心して住宅の屋根に太陽光パネルを設置できるよう、府が定める要件を満たす優良な民間事業者（販売店、施工店など）を登録し、府ホームページにおいて紹介した。

・登録事業者：47社

・自主的な行動基準（※）届出事業者：122社

　　　※ 府が示したモデル的な行動基準を参考に、事業者自ら定めた基準。

（2） 公共施設や民間施設の遊休地（屋根含む）と発電事業者のマッチング
公共施設等の屋根貸しや土地貸し、ため池での水面貸しなどを活用した太陽光発電の導入拡大を

目指し、働きかけや情報提供を実施した。

【対応件数】　　屋根：２件　土地：０件　水面：１件
（3） ＺＥＨ（ゼッチ）普及啓発事業
住宅展示場・ハウスメーカー等と連携し、チラシ配架やイベント実施、宿泊体験等によりＺＥＨの普及啓発を行った。

（4） 事業者の省エネ活動の啓発

業界団体・商工会議所等の会員事業者等に、省エネ診断・国の補助金情報等を周知し、設備の省エネ運用改善・改修の取組みを促した。
・省エネ診断受診：24事業所

・省エネセミナーの開催・講演：主催５回、講演23回
（5） ＢＥＭＳ普及啓発事業

エネルギーマネジメントシステム（EMS）の認知度向上や普及促進を図るため、チラシ、ポスタ
－、導入事例集を活用してセミナー等でPRするとともに、おおさか版BEMS事業者と中小事業者の

マッチングを図った。
・登録事業者：20社

（6） 創エネ・省エネ等相談
　　　府民・事業者からの創エネ・省エネに係る相談・問い合わせ等にワンストップで対応した。

　　　・相談件数：618件

（７）大阪府住宅用太陽光発電シミュレーション システム－環境にもおとくやねん－　の提供
住宅用太陽光発電の需要を掘り起こすため、太陽光発電のメリットやコスト収支など導入検討に

必要な全ての情報を簡単かつ一元的にシミュレーションできるシステムを府ホームページで提供し

た。

（８）おおさか低利ソーラークレジット事業
　　　府民の太陽光発電設備設置促進に向け、その導入コストの負担軽減を図るため、信販会社と連携

し、府の登録販売店で簡易に手続可能な、低利ソーラークレジット事業を実施した。

　　　・活用実績：38件

（９）省エネコストカットまるごとサポート事業
　　　省エネでコストを削減し、経営基盤を強化したいと考えている中小事業者等を支援するため、省
エネを実行するまでのプロセスの最初から最後までを切れ目なくサポートする省エネコストカット
まるごとサポート事業を実施した。
　・実施件数：50件

２　地中熱普及促進事業

府域の地中熱利用の普及促進を図るため、地中熱の排熱可能量（ポテンシャル）等の目安を容易に
　把握できる「地中熱ポテンシャルマップ」を、国の研究機関との共同研究により作成し、府ホームページで提供するとともに、セミナー等による普及啓発を行った。
３　太陽光発電施設の適切な設置に向けた取組み
太陽光発電施設の不適切な設置や事業者と地域住民とのトラブルの未然防止等を図り、地域との共生を推進するため、国・府・関係市町村の「情報共有」「連携協力」を図る「大阪モデル」を継続し、市町村における「太陽光発電施設の設置及び管理に関する条例」の検討にあたっての支援を行った。
環境戦略グループ

１　大阪府環境審議会の運営
　　環境基本法及び自然環境保全法並びに大阪府環境審議会条例に基づき、府域における環境の保全に関する基本的事項及び自然環境の保全に関する重要事項の調査審議等を行う「大阪府環境審議会」の令和元年度における審議状況は次のとおりである。

（審議会の開催状況）
	開　催
年月日
	議　　　　　　　題

	令和元年６月20日
	○審議事項
・大阪府環境基本条例に基づく環境総合計画について（諮問）
○報告事項

・温泉法に基づく温泉掘削等許可について（温泉部会報告）

・平成31年度公共用水域及び地下水の水質測定計画について（水質部会報告）
・基金活用事業等の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）
・循環型社会形成推進条例に基づくリサイクル製品の認定について（リサイクル製品認定部会報告）
・大阪府における海洋プラスチックごみ対策の取組みについて（事務局報告）

	令和元年12月23日
	○審議事項等
・今後の大阪府生活環境の保全等に関する条例のあり方について（諮問）

・大阪府海岸漂着物等対策推進地域計画のあり方について（諮問）
・今後の地球温暖化対策のあり方について（諮問）
・循環型社会推進計画の策定について（諮問）
○報告事項

・温泉法に基づく温泉掘削等許可及び温泉動力装置許可について（温泉部会報告）

・大阪21世紀の新環境総合計画の点検評価結果（毎年度サイクル）及び次期環境総合計画の策定にあたっての基本的事項に関する検討状況について（環境総合計画部会報告）
・おおさかヒートアイランド対策推進計画の進捗状況について（温暖化対策部会報告）
・基金活用事業等の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）
・大阪府市エネルギー政策審議会について（事務局報告）


２　新環境総合計画の推進及び進行管理

平成23年３月に策定した「大阪２１世紀の新環境総合計画」に基づき、豊かな環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ効果的に推進するとともに、「大阪府環境審議会環境総合計画部会」において単年度サイクルの点検評価を実施し、進行管理を行った。
３　環境白書の作成

府域の環境の状況及び府の環境施策を取りまとめ、「大阪府環境白書」を作成し、ホームページへ掲載した。

(千円)

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	960
	960

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	391
	391

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	960
	960

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	0
	0


４　豊かな環境づくり大阪府民会議
4月に規約改定を行い、連携事業に取り組む事業者やNPO団体が会員として追加加入し、分科会を設置して事業の検討を行った。運営委員会を１回開催し、「令和２年度 豊かな環境づくり大阪行動計画」の策定や環境配慮行動を呼びかける「おおさか環境デジタルポスターコンテスト」、「おおさか３Ｒキャンペーン」、「学生エコチャレンジミーティング（万博×環境　未来を描こうプロジェクト）」などを実施した。

５　おおさか環境賞
環境の保全又は創造に資する活動に自主的に取り組んでいる個人、団体、事業者の中から、他の模範となる者を表彰した。
・大賞：１団体、準大賞：２団体、奨励賞：３団体、協働賞：13団体
６　環境保全活動補助制度
　　民間団体等の豊かな環境の保全及び創造に資する自主的な活動を促進するため、先進的で他の模範となる環境保全活動に対し補助金を交付した。
・採択事業団体：８団体
・補助総額：1,250千円
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	1,949
	0
	1,949

	３０
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	2,003
	0
	2,003

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	1,250
	0
	1,250


根拠法令等：大阪府補助金交付規則、大阪府環境保全活動補助金交付要綱
７　環境交流パートナーシップ推進事業
　　環境活動に取り組むNPO等による相互交流の機会を創出する取組を一層充実させるとともに、多様な主体が協働する取組を促進し、府民による主体的かつ自発的な環境活動の取組を支援するため、交流会等（交流セミナー、人材育成講座及び環境教育研究会）を開催した。

　　　・交流会等開催回数：４回

（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	1,949
	0
	1,949

	３０
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	1,242
	0
	1,242

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	2,363
	0
	2,363


８　環境歴史映像の作成

高校生をはじめとした環境教育は国の学習指導要領等に基づいて行われているが、これに加え地域特有の課題や歴史を理解して地域社会に根ざした環境活動へつなげていく必要があるため、次世代を担う若年層の環境教育の推進を図ることを目的として、インターネットや環境教育の担い手に向けた会議等で公開するための環境歴史映像を制作した。
９　大阪府環境保全基金の運営　
　　環境保全に関する普及啓発事業等の一層の推進を図るため、平成２年３月に設置した環境保全基　　金の充実を図るとともに、その運用益等を活用してローカルアジェンダ21推進事業等を行った。

なお、環境審議会の意見を踏まえ、基金を計画的に取崩して事業を展開することとし（平成28年度当初事業から適用）、環境保全活動補助事業、環境交流パートナーシップ事業、温暖化「適応」推進事業などの事業を実施した。
　　　・基金寄附金等積立額　　   3,861千円
　　　・基金取崩額　　　　      36,585千円
１０　環境配慮に関する啓発
　　ホームページ等を活用して、民生部門（家庭・オフィス）を中心に環境にやさしい行動（エコアクション）の普及啓発を実施した。
特に、環境基本法で定められた「環境の日」（６月５日）を含む毎年６月を「環境月間」として、環境問題に関する意識の向上を図るための啓発を行った。
１１　太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進

　株式会社エコスタイル（本社：大阪市）と協定を締結し、同社が、地域環境活動を行うNPO等に公益的施設に設置する太陽光発電設備を無償で提供し、NPO等は同設備を活用して地域環境活に取り組むことにより、府域の環境活動の活性化を図った。

　　・採択事業団体：１団体

・根拠法令等：太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進に係る協定書

１２　地球温暖化防止対策の推進
（１）地球温暖化防止活動推進事業
　　　近年、二酸化炭素等温室効果ガスの増加が著しい民生部門（家庭、オフィス）において省エネ行動等を普及し、浸透させていくため、平成30年10月に第９期の地球温暖化防止活動推進員を委嘱（令和２年３月31日現在93名　任期：令和２年９月30日まで）して地域の活動を促進するとともに、ＮＰＯ、市町村と協働して地域レベルでの地球温暖化防止活動を展開した。
また、省エネルギーを促進するため、関西広域連合と連携して、府民・事業者に対し広報誌、メルマガ等によるエコスタイルの呼びかけや、府民向けにエアコンの使用を控え、公共交通機関を利用しクールスポットに出かけるキャンペーン等を実施した。
（２）家庭の省エネ・エコライフスタイル推進強化事業
　　　家庭部門における温室効果ガス排出量削減に向け、地球温暖化防止活動推進員を、府民に分かりやすく省エネアドバイスを行う人材として養成した上で、推進員を活用し、各家庭の省エネ診断等を行う個別対応型省エネ相談会を、市町村や民間事業者と連携して実施した。

・省エネアドバイスを行う推進員の養成　　：　 21名
・家庭の省エネ個別対応型の相談会参加者　：　885名
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３０
	予　算　額
	0
	0
	4,600
	0
	4,600

	
	決　算　額
	0
	0
	4,563
	0
	4,563

	元
	予　算　額
	0
	0
	3,753
	0
	3,753

	
	決　算　額
	0
	0
	3,705
	0
	3,705


（３）アクションプラン・省エネ法に基づくエネルギー管理事業

　　　パリ協定を受け平成28年５月に策定された政府実行計画（事務事業編）を踏まえて平成29年３月に改訂した「ふちょう温室効果ガス削減アクションプラン～大阪府地球温暖化対策実行計画（事務事業編）～」の進捗管理を行うとともに、環境マネジメントシステム（EMS）を活用し、庁内の省エネや省資源（コピー用紙の削減）、グリーン調達の推進等に取り組んだ。
１３　プラスチックごみ対策　　

平成31年１月に大阪市と共同で行った使い捨てプラスチック削減のさらなる推進などを盛り込んだ「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」について、府内市町村・業界団体等に対し、宣言内容への賛同及び宣言実施の呼びかけを行った。また、令和元年6月に関西広域連合と共催でプラスチックごみ問題を府民に啓発する「海洋プラスチックごみ問題から考えるSDGsシンポジウム」を開催したほか、マイボトルの普及に向けた啓発取組の連携を目指した象印マホービン株式会社との協定締結、府内各地の環境イベントへのブース出展による啓発などを実施した。
更に、マイボトルの普及による使い捨てプラスチック容器の使用削減を進めるため、大阪府民会議の分科会として「おおさかマイボトルパートナーズ」を立ち上げ、府内市町村、業界団体、企業、NPOなどと連携してイベント等における啓発や給水スポットの設置などの活動内容や目標について検討し、取組方針をとりまとめた。
温暖化対策グループ

１　地球温暖化対策の推進
（１）温暖化防止条例に基づく事業者指導事業
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づき、エネルギーを多く使用する事業者を対象に、温室効果ガスの排出や人工排熱の抑制等についての対策計画書や実績報告書の届出を義務付けるとともに、平成28年度から導入した、対策と削減状況を総合的に評価する「評価制度」を運用し、必要な指導・助言を行った。
また、温暖化防止等に関し、他の事業者の模範となる特に優れた取組みを行った事業者を「おおさかストップ温暖化賞」として表彰し、事業者名等を広く公表することにより、温暖化防止等に関する事業者の意欲を高めるとともに、対策の一層の普及促進を図った。
・実績報告書届出数：837事業者
・対策計画書届出数（評価制度対象）：172事業者
・おおさかストップ温暖化賞：特別賞３者
（２）気候変動の影響への適応策の推進
適応の理解を深めるため平成29年度から温暖化「適応」推進事業を実施しており、平成31年度は府民への啓発のほか、市町村職員やＮＰＯの方々など、周知啓発の主体となる人材の育成を図るとともに、事業活動における「適応」の取組を促進するため、事業者への啓発を行った。
（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	4,500
	0
	4,500

	
	決　算　額
	0
	0
	4,314
	0
	4,314

	３０
	予　算　額
	0
	0
	4,600
	0
	4,600

	
	決　算　額
	0
	0
	4,360
	0
	4,360

	元
	予　算　額
	0
	0
	4,590
	0
	4,590

	
	決　算　額
	0
	0
	4,391
	0
	4,391


２　ヒートアイランド・猛暑対策の推進

（１）ヒートアイランド対策の推進
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づく届出の内容について、事業者に対して必要な指導・助言を行うとともに、平成27 年３月に策定した「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策を推進した。

（２）ヒートアイランド対策技術の普及促進
「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策について着実かつ効果的・効率的に推進するため、産学官民の連携組織である「大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアム」と協力して、公開セミナーや体感説明会を開催し、対策技術の普及促進等を行った。
（３）クールスポットモデル拠点推進事業

「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づき、夏の昼間の暑熱環境の改善のため、府域におけるクールスポットの増加を目指し、モデルとなる先進的なクールスポットを整備する事業を民間事業者から公募し、緑化とあわせ、ミスト発生器等の整備に係る費用の一部について補助金を交付した。
・採択事業：６事業
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	8,000
	0
	8,000

	
	決　算　額
	0
	0
	963
	0
	963

	３０
	予　算　額
	0
	0
	8,000
	0
	8,000

	
	決　算　額
	0
	0
	3,618
	0
	3,618

	元
	予　算　額
	0
	0
	22,834
	0
	22,834

	
	決　算　額
	0
	0
	18,012
	0
	18,012


根拠法令等：大阪府補助金交付規則、大阪府クールスポットモデル拠点推進事業補助金交付要綱
　（４）猛暑対策の推進
　　　府域における猛暑対策について、学識経験者等と幅広い観点から意見交換を行うことを目的として設置した「大阪府猛暑対策検討会議」における意見を踏まえ、暑さ対策セミナーを開催するなど、猛暑に「備える」、「気づく」、「涼む」の３つの習慣についての普及啓発等を行った。

　　　　・暑さ対策セミナー等の開催　23回
・大阪府猛暑対策検討会議の開催　２回
　
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	0
	0
	1,796
	138
	1,934

	
	決　算　額
	0
	0
	1,024
	113
	1,137
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